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議会第３回報告第２号  

 

 

専決処分について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により次のとおり専決処分したから、

同条第２項の規定により報告する。 

 

  平成30年６月７日提出 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

記 

 

 

 ・損害賠償額の決定及び和解について 

 ・損害賠償額の決定及び和解について 

 ・今治市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例制定について 

 ・今治市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例制定について 

 ・今治市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例制定について 

 ・訴えの提起について 

 ・損害賠償額の決定及び和解について 
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「参 照」 

 

地方自治法（抜すい） 

 

 （議会の委任による専決処分） 

第180条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により特に指定したも

のは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にすることができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議会に報告しな

ければならない。 
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専決第５号  

 

 

損害賠償額の決定及び和解について 

 

 標記について地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決

処分する。 

 

  平成30年２月15日 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

記 

 

 

１ 和解の相手方   省略 

 

２ 事故の概要    平成29年９月21日午後２時頃、本市道路課職員が運転する市有小型貨物

自動車が、市道今治駅天保山線の歩道から同市道と市道神ノ木通線の交差

点（今治市南宝来町二丁目100番地４先）に進入したところ、左側から同交

差点に進入してきた相手方所有の普通貨物自動車と衝突し、同車両が破損

した。 

 

３ 損害賠償額    支払額 148,867円 
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専決第６号  

 

 

損害賠償額の決定及び和解について 

 

 標記について地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決

処分する。 

 

  平成30年３月15日 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

記 

 

 

１ 和解の相手方   省略 

 

２ 事故の概要    平成30年３月１日午後４時頃、市道樟本神社線（今治市八町西三丁目641

番地16先）に設置していたカーブミラーが、強風により倒壊し、相手方所

有の伸縮門扉を破損した。 

 

３ 損害賠償額    支払額 122,040円 
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専決第10号  

 

 

今治市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例制定について 

 

 標記条例を地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決処

分する。 

 

  平成30年３月30日 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「理 由」 

   地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）の改正に伴い、字句の整理をしようとするも

の。  
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今治市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例 

 

 今治市職員退職手当支給条例（平成17年今治市条例第51号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第５項第２号中「地方独立行政法人法第８条第３項」を「地方独立行政法人法第８条第

１項第５号」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成30年４月１日から施行する。 
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「参 考」 

今治市職員退職手当支給条例改正条項新旧対照表 

 

新 旧 

 （勤続期間の計算）  （勤続期間の計算） 

第７条 略 第７条 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 第１項に規定する職員としての引き続い

た在職期間には、職員以外の地方公務員又は

国家公務員（国家公務員退職手当法（昭和28

年法律第182号）第２条に規定する者をいう。

以下同じ。）（以下「職員以外の地方公務員等」

と総称する。）が引き続いて職員となったと

きにおけるその者の職員以外の地方公務員

等としての引き続いた在職期間を含むもの

とする。この場合において、その者の職員以

外の地方公務員等としての引き続いた在職

期間については、前各項の規定を準用して計

算するほか、次の各号に掲げる期間をその者

の職員以外の地方公務員等としての引き続

いた在職期間として計算するものとする。た

だし、退職により、この条例の規定による退

職手当に相当する給与の支給を受けている

ときは、当該給与の計算の基礎となった在職

期間（当該給与の計算の基礎となるべき在職

期間がその者が在職した地方公共団体等の

退職手当に関する規定又は特定地方独立行

政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律

第118号）第２条第２項に規定する特定地方

独立行政法人をいう。以下同じ。）の退職手

当の支給の基準（同法第48条第２項又は第51 

５ 第１項に規定する職員としての引き続い

た在職期間には、職員以外の地方公務員又は

国家公務員（国家公務員退職手当法（昭和28

年法律第182号）第２条に規定する者をいう。

以下同じ。）（以下「職員以外の地方公務員等」

と総称する。）が引き続いて職員となったと

きにおけるその者の職員以外の地方公務員

等としての引き続いた在職期間を含むもの

とする。この場合において、その者の職員以

外の地方公務員等としての引き続いた在職

期間については、前各項の規定を準用して計

算するほか、次の各号に掲げる期間をその者

の職員以外の地方公務員等としての引き続

いた在職期間として計算するものとする。た

だし、退職により、この条例の規定による退

職手当に相当する給与の支給を受けている

ときは、当該給与の計算の基礎となった在職

期間（当該給与の計算の基礎となるべき在職

期間がその者が在職した地方公共団体等の

退職手当に関する規定又は特定地方独立行

政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律

第118号）第２条第２項に規定する特定地方

独立行政法人をいう。以下同じ。）の退職手

当の支給の基準（同法第48条第２項又は第51 
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条第２項に規定する基準をいう。以下同じ。）

において明確に定められていない場合にお

いては、当該給与の額を退職の日におけるそ

の者の給料月額で除して得た数に12を乗じ

て得た数（１未満の端数を生じたときは、そ

の端数を切り捨てる。）に相当する月数）は、

その者の職員としての引き続いた在職期間

には含まないものとする。 

条第２項に規定する基準をいう。以下同じ。）

において明確に定められていない場合にお

いては、当該給与の額を退職の日におけるそ

の者の給料月額で除して得た数に12を乗じ

て得た数（１未満の端数を生じたときは、そ

の端数を切り捨てる。）に相当する月数）は、

その者の職員としての引き続いた在職期間

には含まないものとする。 

 (１) 略  (１) 略 

 (２) 他の地方公共団体又は特定地方独立

行政法人（以下「地方公共団体等」という。）

で、退職手当に関する規定又は退職手当の

支給の基準において、当該地方公共団体等

以外の地方公共団体若しくは特定地方独

立行政法人の公務員又は一般地方独立行

政法人（地方独立行政法人法第８条第１項

第５号に規定する一般地方独立行政法人

をいう。以下同じ。）、地方公社若しくは公

庫等（国家公務員退職手当法第７条の２第

１項に規定する公庫等をいう。以下同じ。）

（以下「一般地方独立行政法人等」とい

う。）に使用される者（役員及び常時勤務

に服することを要しない者を除く。以下

「一般地方独立行政法人等職員」という。）

が、任命権者若しくはその委任を受けた者

又は一般地方独立行政法人等の要請に応

じ、退職手当を支給されないで、引き続い

て当該地方公共団体等の公務員となった

場合に、当該地方公共団体等以外の地方公

共団体若しくは特定地方独立行政法人の

公務員又は一般地方独立行政法人等職員

としての勤続期間を当該地方公共団体等 

 (２) 他の地方公共団体又は特定地方独立

行政法人（以下「地方公共団体等」という。）

で、退職手当に関する規定又は退職手当の

支給の基準において、当該地方公共団体等

以外の地方公共団体若しくは特定地方独

立行政法人の公務員又は一般地方独立行

政法人（地方独立行政法人法第８条第３項 

   に規定する一般地方独立行政法人

をいう。以下同じ。）、地方公社若しくは公

庫等（国家公務員退職手当法第７条の２第

１項に規定する公庫等をいう。以下同じ。）

（以下「一般地方独立行政法人等」とい

う。）に使用される者（役員及び常時勤務

に服することを要しない者を除く。以下

「一般地方独立行政法人等職員」という。）

が、任命権者若しくはその委任を受けた者

又は一般地方独立行政法人等の要請に応

じ、退職手当を支給されないで、引き続い

て当該地方公共団体等の公務員となった

場合に、当該地方公共団体等以外の地方公

共団体若しくは特定地方独立行政法人の

公務員又は一般地方独立行政法人等職員

としての勤続期間を当該地方公共団体等 
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の公務員としての勤続期間に通算するこ

とと定めているものの公務員（以下「特定

地方公務員」という。）が、任命権者又は

その委任を受けた者の要請に応じ、引き続

いて一般地方独立行政法人又は地方公社

で、退職手当（これに相当する給与を含む。

以下この項において同じ。）に関する規程

において、地方公務員又は他の一般地方独

立行政法人等職員が、任命権者若しくはそ

の委任を受けた者又は一般地方独立行政

法人等の要請に応じ、退職手当を支給され

ないで、引き続いて当該一般地方独立行政

法人又は地方公社に使用される者となっ

た場合に、地方公務員又は他の一般地方独

立行政法人等職員としての勤続期間を当

該一般地方独立行政法人又は地方公社に

使用される者としての勤続期間に通算す

ることを定めているものに使用される者

（役員及び常時勤務に服することを要し

ない者を除く。以下それぞれ「特定一般地

方独立行政法人職員」又は「特定地方公社

職員」という。）となるため退職し、かつ、

引き続き特定一般地方独立行政法人職員

又は特定地方公社職員として在職した後

引き続いて再び特定地方公務員となるた

め退職し、かつ、引き続き職員以外の地方

公務員として在職した後更に引き続いて

職員となった場合においては、先の職員以

外の地方公務員としての引き続いた在職

期間の始期から後の職員以外の地方公務

員としての引き続いた在職期間の終期ま

での期間 

の公務員としての勤続期間に通算するこ

とと定めているものの公務員（以下「特定

地方公務員」という。）が、任命権者又は

その委任を受けた者の要請に応じ、引き続

いて一般地方独立行政法人又は地方公社

で、退職手当（これに相当する給与を含む。

以下この項において同じ。）に関する規程

において、地方公務員又は他の一般地方独

立行政法人等職員が、任命権者若しくはそ

の委任を受けた者又は一般地方独立行政

法人等の要請に応じ、退職手当を支給され

ないで、引き続いて当該一般地方独立行政

法人又は地方公社に使用される者となっ

た場合に、地方公務員又は他の一般地方独

立行政法人等職員としての勤続期間を当

該一般地方独立行政法人又は地方公社に

使用される者としての勤続期間に通算す

ることを定めているものに使用される者

（役員及び常時勤務に服することを要し

ない者を除く。以下それぞれ「特定一般地

方独立行政法人職員」又は「特定地方公社

職員」という。）となるため退職し、かつ、

引き続き特定一般地方独立行政法人職員

又は特定地方公社職員として在職した後

引き続いて再び特定地方公務員となるた

め退職し、かつ、引き続き職員以外の地方

公務員として在職した後更に引き続いて

職員となった場合においては、先の職員以

外の地方公務員としての引き続いた在職

期間の始期から後の職員以外の地方公務

員としての引き続いた在職期間の終期ま

での期間 
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 (３) ～ (７) 略  (３) ～ (７) 略 

６～９ 略 

 

６～９ 略 
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- 15 - 

専決第11号  

 

 

今治市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に 

関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 標記条例を地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決処

分する。 

 

  平成30年３月30日 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「理 由」 

   就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律

第77号）の改正に伴い、字句の整理をしようとするもの。  
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今治市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の 

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 

 今治市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成26

年今治市条例第34号）の一部を次のように改正する。 

 第15条第１項第２号中「同条第９項」を「同条第11項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成30年４月１日から施行する。 
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「参 考」 

今治市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の 

運営に関する基準を定める条例改正条項新旧対照表 

 

新 旧 

 （特定教育・保育の取扱方針）  （特定教育・保育の取扱方針） 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各号

に定めるものに基づき、小学校就学前子ども

の心身の状況等に応じて、特定教育・保育の

提供を適切に行わなければならない。 

第15条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各号

に定めるものに基づき、小学校就学前子ども

の心身の状況等に応じて、特定教育・保育の

提供を適切に行わなければならない。 

 (１) 略  (１) 略 

 (２) 認定こども園（認定こども園法第３条

第１項又は第３項の認定を受けた施設及

び同条第11項の規定による公示がされた

ものに限る。） 次号及び第４号に掲げる

事項 

 (２) 認定こども園（認定こども園法第３条

第１項又は第３項の認定を受けた施設及

び同条第９項の規定による公示がされた

ものに限る。） 次号及び第４号に掲げる

事項 

 (３) ～ (４) 略  (３) ～ (４) 略 

２ 略 

 

２ 略 
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専決第14号  

 

 

今治市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに 

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の 

方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 

 

 標記条例を地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決処

分する。 

 

  平成30年４月23日 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「理 由」 

   指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働

省令第36号）の改正に伴い、字句の整理をしようとするもの。  
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 今治市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成24

年今治市条例第44号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「法第５条の２」を「法第５条の２第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  

今治市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに 

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の 

方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 
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「参 考」 

今治市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに 

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の 

方法に関する基準を定める条例改正条項新旧対照表 

 

新 旧 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスに

該当する介護予防認知症対応型通所介護（以

下「指定介護予防認知症対応型通所介護」と

いう。）の事業は、その認知症（法第５条の

２第１項に規定する認知症をいう。以下同

じ。）である利用者（その者の認知症の原因

となる疾患が急性の状態にある者を除く。以

下同じ。）が可能な限りその居宅において、

自立した日常生活を営むことができるよう、

必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行

うことにより、利用者の心身機能の維持回復

を図り、もって利用者の生活機能の維持又は

向上を目指すものでなければならない。 

 

第４条 指定地域密着型介護予防サービスに

該当する介護予防認知症対応型通所介護（以

下「指定介護予防認知症対応型通所介護」と

いう。）の事業は、その認知症（法第５条の

２   に規定する認知症をいう。以下同

じ。）である利用者（その者の認知症の原因

となる疾患が急性の状態にある者を除く。以

下同じ。）が可能な限りその居宅において、

自立した日常生活を営むことができるよう、

必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行

うことにより、利用者の心身機能の維持回復

を図り、もって利用者の生活機能の維持又は

向上を目指すものでなければならない。 
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専決第15号  

 

 

訴えの提起について 

 

 標記について地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決

処分する。 

 

  平成30年５月８日 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

記 

 

 

１ 被告         省略 

 

２ 請求の趣旨      次項の事故に基づく損害賠償に関し、 

            (１) 被告は、原告今治市に対し、金29万1,340円及びこれに対する平

成27年４月６日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

            (２) 被告は、原告三井住友海上火災保険株式会社に対して、金15万

円及びこれに対する平成28年１月30日から支払済みまで年５分の割

合による金員を支払え。 

            (３) 訴訟費用は、被告の負担とする。 

            との判決並びに仮執行の宣言を求める。 

 

３ 事故の概要      平成27年４月６日午前９時50分頃、本市大三島支所産業建設課職員

が運転する市有軽四貨物自動車が県道大三島環状線（今治市大三島町

野々江2507番地先）を走行中、対向車線から中央線をはみ出してきた

相手方所有の軽四乗用自動車と衝突し、双方の車両が破損した。 
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４ 訴えの提起の理由   上記事故の過失割合について相手方と協議が調わず、支払を受ける

ことができないため提訴しようとするもの。なお、上記事故に関し、

車両損害保険金15万円を市に支払った三井住友海上火災保険株式会

社が、保険法（平成20年法律第56号）第25条に基づき請求権を代位し

ているため共同して提訴するもの。 
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専決第16号  

 

 

損害賠償額の決定及び和解について 

 

 標記について地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条第１項の規定により、次のとおり専決

処分する。 

 

  平成30年５月14日 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

記 

 

 

１ 和解の相手方   省略 

 

２ 事故の概要    平成30年４月26日午前10時20分頃、本市大西支所住民サービス課職員が、

相手方が建築した家屋（今治市大西町紺原甲241番地４）において固定資産

税の評価業務を行っていたところ、シャープペンシルを落とし、同家屋の

フローリングに傷がついた。 

 

３ 損害賠償額    支払額 48,600円 
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議会第３回報告第３号  

 

 

繰越計算書の提出について 

 

 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第146条第２項の規定により、平成29年度繰越計算書

を別紙のとおり報告する。 

 

  平成30年６月７日提出 

 

今治市長  菅   良 二  
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「参 照」 

 

地方自治法（抜すい） 

 

 （繰越明許費） 

第213条 歳出予算の経費のうちその性質上又は予算成立後の事由に基づき年度内にその支出を

終わらない見込みのあるものについては、予算の定めるところにより、翌年度に繰り越して使

用することができる。 

２ 前項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる経費は、これを繰越明許費とい

う。 

 

 

 

地方自治法施行令（抜すい） 

 

 （繰越明許費） 

第146条 

２ 普通地方公共団体の長は、繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越したときは、

翌年度の５月31日までに繰越計算書を調製し、次の会議においてこれを議会に報告しなければ

ならない。 

３ 繰越計算書の様式は、総務省令で定める様式を基準としなければならない。 
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議会第３回報告第４号  

 

 

繰越計算書の提出について（水道事業会計） 

 

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定により、平成29年度今治市水道事

業会計予算繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

  平成30年６月７日提出 

 

今治市長  菅   良 二  
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「参 照」 

 

地方公営企業法（抜すい） 

 

 （予算の繰越） 

第26条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払義務が生

じなかつたものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度に繰り越して使用すること

ができる。 

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年度において使

用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に支出の原因となる契約その

他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかつたものについては、管理者

は、その金額を翌事業年度に繰り越して使用することができる。 

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体の長に繰越

額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、次の

会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 
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議会第３回報告第５号  

 

 

繰越計算書の提出について（公共下水道事業会計） 

 

 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定により、平成29年度今治市公共下

水道事業会計予算繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 

  平成30年６月７日提出 

 

今治市長  菅   良 二  
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「参 照」 

 

地方公営企業法（抜すい） 

 

 （予算の繰越） 

第26条 予算に定めた地方公営企業の建設又は改良に要する経費のうち、年度内に支払義務が生

じなかつたものがある場合においては、管理者は、その額を翌年度に繰り越して使用すること

ができる。 

２ 前項の規定による場合を除くほか、毎事業年度の支出予算の金額は、翌事業年度において使

用することができない。ただし、支出予算の金額のうち、年度内に支出の原因となる契約その

他の行為をし、避け難い事故のため年度内に支払義務が生じなかつたものについては、管理者

は、その金額を翌事業年度に繰り越して使用することができる。 

３ 前２項の規定により予算を繰り越した場合においては、管理者は、地方公共団体の長に繰越

額の使用に関する計画について報告をするものとし、報告を受けた地方公共団体の長は、次の

会議においてその旨を議会に報告しなければならない。 
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議会第３回報告第６号  

 

 

法人の経営状況について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第243条の３第２項の規定により、次の法人に係る経営状況

を別紙のとおり報告する。 

 

  平成30年６月７日提出 

 

今治市長  菅   良 二  

 

 

記 

 

 

今治市土地開発公社 

一般財団法人 今治文化振興会 

公益財団法人 河野育英会 

公益財団法人 檜垣育英会 

公益財団法人 加根又育英会 

一般財団法人 今治勤労福祉事業団 

一般財団法人 今治市多目的温泉保養館管理公社 
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「参 照」 

 

地方自治法（抜すい） 

 

 （財政状況の公表等） 

第243条の３ 

２ 普通地方公共団体の長は、第221条第３項の法人について、毎事業年度、政令で定めるその経

営状況を説明する書類を作成し、これを次の議会に提出しなければならない。 

 

 

 

地方自治法施行令（抜すい） 

 

 （法人の経営状況等を説明する書類） 

第173条 地方自治法第243条の３第２項に規定する政令で定めるその経営状況を説明する書類は、

当該法人の毎事業年度の事業の計画及び決算に関する書類とする。 
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今 治 市 土 地 開 発 公 社 

 

 

平成 29年度  事業報告及び決算に関する書類 

 

平成 30年度  事業計画及び予算に関する書類 
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一般財団法人 今 治 文 化 振 興 会 

 

 

平成 29年度  事業報告及び決算に関する書類 

 

平成 30年度  事業計画及び予算に関する書類 
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公益財団法人 河 野 育 英 会 

 

 

平成 29年度  事業報告及び決算に関する書類 

 

平成 30年度  事業計画及び予算に関する書類 
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公益財団法人 檜 垣 育 英 会 

 

 

平成 29年度  事業報告及び決算に関する書類 

 

平成 30年度  事業計画及び予算に関する書類 



 

- 144 - 
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公益財団法人 加 根 又 育 英 会 

 

 

平成 29年度  事業報告及び決算に関する書類 

 

平成 30年度  事業計画及び予算に関する書類 
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一般財団法人 今治勤労福祉事業団 

 

 

平成 29年度  事業報告及び決算に関する書類 

 

平成 30年度  事業計画及び予算に関する書類 
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一般財団法人 今治市多目的温泉保養館管理公社 

 

 

平成 29年度  事業報告及び決算に関する書類 

 

平成 30年度  事業計画及び予算に関する書類 
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